
米国の関税政策や「金利のある時代」への移行、海外情勢の不確実性など、経営環境の不透明感が一段と強まっています。一方で、実質賃金
の改善、政府の経済対策を背景に、個人消費は緩やかな回復基調が見られます。このように先行きが読みづらい状況の中、各企業がどのような
対応をされているのか、また今年度の見通しや課題についてはどうなのかについてアンケートを実施いたしました。

貴社の今期（２０２５年）の見通し、経営課題について

調査時期／2025年8月8日～9月4日　　調査対象企業数／1565社　　有効回答数／391社　　有効回答率／25％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社の今期決算予想（対前年比較）をお聞きします。

Q2

Q3
貴社が直面する現在の経営上の課題は何ですか。

Q4

特別
調 査
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Q5
中小企業の経営を取り巻く環境が厳しい中、どのような支援サービスを期待しますか。　※最大2つ選択
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わが国の社会経済は、米国の新政権誕生に伴う通商政策の転換や世界的な金利上昇、物価高、人手不足など複合的な要因によりさらなる
不透明感が増しています。円安や原油・素材価格の高騰も続き、中小企業は利益の伸び悩みや賃上げ余力の低下といった課題に直面して
います。このような環境下において中小企業がどのような影響を受けているのか、また、それに対してどのような取り組みがなされているのかに
ついてお伺いしました。

不透明感が増す経済社会情勢と中小企業経営

調査時期／2025年8月8日～9月4日　　調査対象企業数／1565社　　有効回答数／398社　　有効回答率／25.4％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。
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Q5
不透明感が増す経済社会情勢を受けて、地域金融機関の体制面で望むことについてお答えください。　
 

【為替】 【物価上昇】

【これまでの売上】 【今後の売上】

不透明感が増す経済社会情勢を受けて、経営面で
今後見直したい取り組みはありますか。

トランプ大統領就任後、米国の経済社会政策（関税
など）の動きを受けて、貴社の売上にこれまで影響
がありましたか。

今後の外国為替相場（主に円ドル相場）の貴社に
とって望ましい水準、コロナ禍以降の物価上昇傾向が
貴社の経営にもたらす影響についてお答えください。
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貴社が経営上の課題を解決する際に阻害要因と
なるものは何ですか。※最大2つ選択 ※最大2つ選択
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